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研究成果の概要（和文）： 

医療資源の有効活用という視点から、病床再編と地域医療連携の問題をとらえ、日英制度比較、
入院と在宅療養の相違、将来の療養環境の選択に関する意思決定要因の把握を試みた。全人的
なケアが必要である高齢者の場合は、医療だけでなく介護との連携が重要であり、地域に資源
が不足する場合は、退院遅延の要因になることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study focused on developing cooperation and partnership between health care 
organizations on in terms of rationalization of health care resources. This study carried 
out a questionnaire survey about the place in which patients prefer to stay and receive 
care, and had interviews with health care providers about the differences in the quality 
of care between hospital care and home care. 
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１．研究開始当初の背景 

医療制度構造改革の一環として、平成 17 年

末に介護保険適用の療養病床を廃止し、医療

型療養病床に一本化、医療の必要度の高い患

者のみに入院を認める方針が打ち出された。

また、この病床再編と同時に、平均在院日数

の短縮が政策的に誘導されている。 

これらの政策は、医療資源の有効活用という

視点から一定の評価はできる。だが、地域に

おける医療機能の分化や退院支援（後方支

援）や在宅医療・福祉・介護との連携がうま
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く機能していない状態では、一日当たりの医

療密度が高まるだけで、トータルとして医療

資源の有効活用が実現したことにはならな

い。また、不適切な早期退院は、患者の ADL

の低下や QOLの悪化にもつながりかねず、最

悪の場合は、症状が悪化して、さらに重大な

疾病を発症させることにもなりかねない。ゆ

えに、質を見ないまま量的側面のみで、平均

在院日数を短縮させることには一定の限界

があり、中・長期的な視点における医療資源

の有効活用の戦略を立案することが求めら

れる。一方、日本に比較して平均在院日数が

短い欧米諸国においても、不必要な長期入院

の防止および早期退院は財政面から重要な

課題と考えられていた。特に 1980 年代に病

床削減を行った英国は、退院遅延問題が 90

年代の政策問題として対策がとられている

ことから、本研究では英国にも焦点を当てる。 

 
２．研究の目的 

研究開始当初における本研究の目的は、1）

地域における医療連携、医療福祉連携が高齢

者の不適切な長期入院の予防に貢献するか

どうかを明らかにすること（日英比較研究）、

2）療養病床の再編が医療･介護提供体制に与

える影響把握することであった。 

だが、後者については、政治的な事情等によ

り、療養病床の削減方針は事実上凍結されて

いることから、政策目標で掲げられた病床再

編による影響を推計することではなく、現状

の高齢者等の療養環境の選択に関するニー

ズから、どれだけの再編が必要なのかを検討

することを目的とした。 

 
３．研究の方法 

学術文献、調査報告書、専門誌、政府報告書

等のレビュー、日英の医療制度の比較研究、

国内外の医療介護現場に対するヒアリング

および意識調査の実施。 

 

４．研究成果 

まず、学術文献、調査報告書、専門誌、政府

報告書等のレビューより、英国では、2000年

代前半に、退院遅延対策として、高齢者医療

（ソーシャルケアも含む）で求められる全国

的なサービス基準の作成、インターミディエ

イトケアの導入、医療連携を推進する補助事

業、退院遅延のペナルティ制度の導入などに

より、この問題に対応し、一定の成果をあげ

ていることがわかった。 

 

ただし、異なる組織間の連携には、地域レベ

ルで橋渡し的な役割を担う組織、人材が必要

であり、全国的なガイドラインだけではうま

くいかないことが示唆された。また、高齢者

の場合、全人的なケアを必要とすることから、

医療とソーシャルケアの連携が強く求めら

れているが、すべての地域でうまく言ってい

るとはいえない状況にあることがわかった。 

 

特に、医療と介護の連携という視点では、介

護保険のような介護の安定的な財源がない

英国では、地域によって受けられるサービス

や費用負担に大きな違いが生まれているこ

とが明らかになった。こうしたことから介護

の社会化が政策課題となっており、ナショナ

ルケアサービスの導入が提唱されている。 

 

次に、医療機関、高齢者介護施設等で働く職

員へ入院と在宅療養の相違についてヒアリ

ング調査を実施した。入院・施設入所してい

る患者であっても多くの場合、在宅療養を行

うことが可能であることが明らかになった。 

在宅と病院の違いは、手術ができるかどうか、

24 時間対応で高度な医療処置ができるかど

うかであり、それ以外について在宅でも可能

である。家族の有無や建物のバリアフリーと

いうよりも、家族ないしは本人が在宅で生活

をしたいという意思があるかどうか、地域に



 

 

必要とするサービスを提供する組織がある

かどうかが在宅療養を選択する上で大きい

ということがわかった。ただし、重度認知症

などがある場合は、専門知識のあるスタッフ

がいない場合は、訪問看護でも断られる可能

性があるということであった。 

 

また、全人的なケアを提供する上で必要とさ

れる異なる組織、専門職間の連携は、専門用

語の壁や患者へのアプローチの相違という

文化の違いがあると、連携を阻害する要因と

なっていることが示唆された。 

これらの結果は、定性的なものであり、研究

成果として公表することはできなかったが、

今後のモデルの構築を行ううえでの重要な

知見となった。 

 

さらに、大学生および高齢者に対して、将来 、

自分や家族が入院後、在宅復帰可能な状態で

どのような療養環境を選択するかについて、

それぞれ別個にアンケート調査を実施した。

アンケートはビネット調査の手法を用いて、

シナリオを設定し、患者本人およびその家族

の立場の場合、どのような療養環境を選択す

るかを尋ねた。患者の疾病は、脳梗塞、癌週

末期、認知症と設定した。 

 

その結果、若者のほうが高齢者よりも自宅志

向が強く 46％、介護保険施設 29％であった。

高齢者は自宅 34％、介護保険施設 32％、医

療療養病床 21％であった。また、在宅療養が

必要な家族がいる場合、若者、高齢者ともに、

在宅療養・介護環境を整える（同居）という

回答が多いが、高齢者では、高齢者介護施設、

有料老人ホームを探すという回答も多く、両

者を合わせると在宅療養・介護環境を整える

という選択よりも多かった。また、疾病が、

脳梗塞、癌終末期、認知症では、癌終末期で

在宅療養を選択する割合が高齢者、若者とも

に高い。社会保障水準を維持するために必要

な負担増については、若者よりも高齢者ほう

が合意しやすい傾向にあることが明らかに

なった。ただし、これらはサンプルの偏りの

問題を除去しているわけではないため、一般

化するには一定の注意が必要である。 

 

なお、今後の課題としては上記の研究で得た

成果・知見を生かして、将来において必要な

医療資源の推計を行うことがあげられる。 
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